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下川町自治基本条例（案） 

 

目次 

 前文 

第１章 総則（第１条－第４条） 

第２章 情報の公開と保護（第５条・第６条） 

第３章 町民参加の推進（第７条－第１０条） 

第４章 町政運営（第１１条－第１５条） 

第５章 行政組織（第１６条－第１８条） 

第６章 議会（第１９条－第２１条） 

第７章 公正と信頼の確保（第２２条－第２６条） 

第８章 連携と協力（第２７条－第３０条） 

第９章 役割と責務（第３１条－第３４条） 

附則 

私たちのまち下川町は、豊かな森林
も り

と大地、清らかな名寄川の流れ、澄みき

った空気に恵まれ、明治３４年（１９０１年）に開拓の鍬がおろされてから今

日まで、先人の英知と情熱を礎に幾多の困難を乗り越え、尊い歴史を刻みなが

ら発展してきました。 

私たちは、先人が守り育てた歴史や文化、伝統を未来の子どもたちに引き継

ぎ、町民憲章の理念を大切にし、ともに学び、力を合わせ、支え合いながら、

「自ら考え、決定し、行動する」新しい時代を築くとともに、持続可能な地域

社会の実現を目指します。 

この条例は、町政運営の基本的な理念及び制度運営の原則を明らかにするも

のであり、町民、町及び議会が互いに連携かつ協力しながら、役割と責任を果

たし、町民主権による自治を確立するため、ここに下川町自治基本条例を制定

します。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、町政運営の基本理念及び基本的な原則を定めるとともに、

町民の権利と役割並びに町及び議会の役割と責務を明確にし、町民主権の町
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政運営を推進することにより、下川町の自治の確立を図ることを目的としま

す。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、次のとおりとし

ます。 

(1) 町民 町内に住む人、町内に事務所がある法人及び町内で活動する団体 

(2) 町 町長をはじめとするすべての執行機関 

(3) 町政 下川町における政治及び行政の全体 

（基本理念） 

第３条 第１条の目的を達成するため、次に掲げる基本理念に基づいて、町政

運営の仕組みを整備します。 

(1) 町及び議会は、町民の知る権利及び個人情報の保護に関する権利を保障

するとともに、積極的な情報公開を行うことにより、町民参加を推進する

ための条件を整えます。 

(2) 町及び議会は、町民が意欲的に町政運営に参加できるよう、多様な参加

の機会の保障と意見の反映を行います。 

(3) 町及び議会は、町政運営の質的向上を図るため、基本的な制度の確立及

び運用の原則を明らかにします。 

(4) 町は、社会経済情勢の変化や町政運営の課題に対応するため、効率的で

機動的な行政組織を編成するとともに、職員の能力向上に努めます。 

(5) 議会は、町民の意思を反映するとともに、町政運営の監視、牽制機能を

果たし、町民福祉の向上に努めます。 

(6) 町及び議会は、町政に対する町民の信頼を確保するため、説明責任を果

たすとともに、公正な町政運営を行います。 

(7) 町及び議会は、より良い地域社会の形成や町政運営における課題解決の

ため、多様な主体との連携かつ協力を進めます。 

２ 町は、この条例に基づき、町政運営の制度全般を組み合わせて活用し、よ

り効果があがるよう努めます。 

（条例の位置付け） 

第４条 この条例は、町政運営における最高規範と位置付け、町及び議会は、
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この条例の趣旨を尊重し、他の条例等の制定、改正及び廃止を行います。 

２ 町は、法令や条例等の解釈及び運用を行う場合も、この条例に照らして判

断します。 

第２章 情報の公開と保護 

（町民の知る権利） 

第５条 町民は、町及び議会が保有する情報を知る権利があります。 

２ 町は、保有する情報が町民と共有する財産であることを認識し、積極的な

公開に努めます。 

３ 町は、情報を正確で分かりやすく提供するとともに、町民が容易で速やか

に得られるように多様な媒体の整備と活用に努めます。 

４ 町は、第１項に規定する権利を明らかにするため、情報公開に関する制度

を別に定めます。 

（個人情報の保護） 

第６条 町民は、自らに関する個人情報について、開示、訂正及び利用停止を

町及び議会に請求する権利があります。 

２ 町は、町民の基本的人権を守るため、町が保有する個人情報を保護します。 

３ 町は、第１項に規定する権利を明らかにするため、個人情報の保護に関す

る制度を別に定めます。 

第３章 町民参加の推進 

（町民の参加） 

第７条 町民は、町政の主権者として、町政運営に参加する権利があります。 

（町民参加の推進） 

第８条 町は、次の事項を実施する場合は、法令の規定によるものや緊急を要

するものを除き、町民の参加を推進し、意向を反映します。 

(1) 総合計画及び分野別の基本的な計画の策定又は見直しをするとき。 

(2) 施策を効果的かつ効率的に推進するための行政評価を実施するとき。 

(3) 町民に義務を課し、又は町民の権利を制限することを内容とする条例の

制定、改正及び廃止をするとき。 

(4) 町民の生活に大きな影響を及ぼす施策を決定するとき。 

(5) 広く町民が利用する公共施設の管理運営方法などの決定をするとき。 
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２ 前項各号に規定するもののほか、町民が参加できる機会を設け、町政運営

に反映するよう努めます。 

（町民参加の方法と時期） 

第９条 町は、次に掲げる方法を活用して、適切な時期に町民参加を推進しま

す。 

(1) 審議会等（地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第１３８条の４第３項に規定する執行機関の附属機関又はこれに類するも

ので町が定めるもの） 

(2) 意見交換会 

(3) アンケート 

(4) パブリックコメント手続（意思決定過程で素案を公表し、町民から出さ

れた意見等を考慮して決定する制度） 

(5) その他適切な方法 

２ 前項各号の方法に関し必要な事項は、別に定めます。 

（町民投票） 

第１０条 町長は、次の事項のいずれかに該当し、議会が町民投票の実施を議

決した場合は、町民投票を実施します。 

(1) 町長が町政の特に重要な事項について、町民の意思を直接に確認する必

要があると判断したとき。 

 (2) 町民のうち選挙権を有する者が法第７４条の規定により町民投票条例の

制定を町長に請求したとき。 

 (3) 議員が法第１１２条の規定により町民投票条例を発議したとき。 

２ 町民投票に関し必要な事項は、その事案ごとに別に定めます。 

３ 町長及び議会は、町民投票の結果を尊重します。 

第４章 町政運営 

（総合計画等） 

第１１条 町は、総合的かつ計画的な町政運営を行うため、目指すべき将来像

などを明らかにした基本構想とこれを具体化するための計画で構成する総合

計画を策定します。 

２ 町は、総合計画を最上位の計画と位置付け、町が行う政策は、法令の規定
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によるものや緊急を要するものを除き、総合計画に基づいて実施します。 

３ 町は、社会経済情勢の変化に弾力的に対応するため、第１項に規定する具

体化するための計画を毎年度見直すとともに、事業の進行を管理し、その状

況を公表します。 

４ 町は、特定分野別の基本的な計画の策定及び実施に当たっては、総合計画

との整合性を図りながら進めます。 

（行政評価） 

第１２条 町は、施策等の成果及び達成度を明らかにするため、行政評価を行

い、その結果を分かりやすく公表します。 

（財政運営） 

第１３条 町は、財政状況を総合的に把握して的確な分析を行い、明確な方針

のもとに、健全な財政運営を行います。 

２ 町は、総合計画や行政評価等を踏まえた予算を編成します。 

３ 町は、総合計画と連動した財政運営を行うとともに、中長期の財政計画を

作成します。 

４ 町は、財政状況を明らかにするため、分かりやすい資料を作成して公表し

ます。 

（法務体制） 

第１４条 町は、法令の解釈に当たっては、調査研究を重ね、自主的かつ適正

な運用に努めます。 

２ 町は、自主的で質の高い町政運営を行うため、法務に関する体制を充実し、

条例等の整備を積極的に行います。 

（行政改革） 

第１５条 町は、効率的な町政運営を行うため、行政改革大綱を策定し、行政

改革を積極的に進めます。 

２ 町は、行政改革大綱及びその進捗状況を公表します。 

第５章 行政組織 

（組織体制） 

第１６条 町は、効率的で機動的な執行体制を整備するとともに、社会経済情

勢の変化や町政の課題に対応できるよう常に見直しを行います。 
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２ 町は、町政の戦略的な政策課題を調査、研究及び検討するため、必要に応

じて横断的な検討組織を設置します。 

（職員の能力向上） 

第１７条 町は、職員の能力の向上を図るため、研修体制を充実します。 

２ 町は、職員の自主的な研修等に対し、必要な支援を行います。 

（審議会等） 

第１８条 町は、町民、学識経験者等の意見を町政運営に反映するため、審議

会等を設置することができます。 

２ 町は、前項の規定により審議会等を設置し、委員を選任するに当たっては、

公募委員を加えるよう努めます。 

３ 審議会等の設置及び委員の公募の方法は、別に定めます。 

４ 審議会等の会議及び会議録は、原則として公開します。 

第６章 議会 

（議会の基本的事項） 

第１９条 議会は、町民の直接選挙により選ばれた議員によって構成する下川

町の意思決定機関です。 

２ 議会は、町の町政運営を監視し、牽制する機能を果たします。 

３ 議会は、法令の定めるところにより、条例の制定、改正、廃止及び予算、

決算の認定等を議決する権限並びに執行機関に対する検査及び監査の請求等

の権限を有します。 

（議会の役割と責務） 

第２０条 議会は、常に町民の意思が町政運営に反映されることを念頭におい

て活動します。 

２ 議会は、その権限を行使することにより、下川町の発展及び町民の福祉の

向上に努めます。  

３ 議会は、政策提言と政策立案の強化を図るため、積極的に活動します。      

４ 議会は、町民の意思反映を図るため、下川町の施策の検討や調査等の活動

として、町民との対話の機会を設けます。 

５ 議会は、町民からの請願や陳情等に対し、必要に応じて提出者と意見を交

換する機会を設けます。 
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（情報の公開） 

第２１条 議会は、議会が保有する情報を公開するとともに、町民との情報の

共有を図り、開かれた議会運営と町民への説明責任を果たすように努めます。     

２ 議会は、個人の権利及び利益が侵害されることのないように、個人情報の

保護に努めます。 

第７章 公正と信頼の確保 

（行政手続） 

第２２条 町は、町民の権利利益を保護し、公正な行政手続を行うため、行政

手続に関する事項を別に定めます。 

（説明責任） 

第２３条 町は、公正で開かれた町政運営を推進するため、町民に積極的に説

明する責任を果たします。 

２ 町は、町政運営に関する意思決定の過程を明らかにし、施策及び事務執行

の内容が町民に理解されるよう努めます。 

３ 町は、町民からの苦情等があったときは、誠実で速やかに対応します。 

（政治倫理） 

第２４条 町は、町政の代表者である町長に対する町民の信頼を確保するため、

町長の政治倫理に関する事項を別に定めます。 

（職員倫理） 

第２５条 町は、職員の公務員としての自覚を促し、公務に対する町民の信頼

を確保するため、職員倫理に関する事項を別に定めます。 

（職員の勤務条件等に関する公表） 

第２６条 町は、公正と信頼の確保のため、職員の勤務条件等の状況を分かり

やすく公表します。 

第８章 連携と協力 

（地域内の連携と協力） 

第２７条 町民、町及び議会は、それぞれの活動において連携かつ協力し、よ

り良い地域社会を形成します。 

（他の市町村との連携と協力） 

第２８条 町は、効率的な町政運営や共通する課題を解決するため、他の市町
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村との連携かつ協力を進めます。 

（国及び北海道との連携と協力） 

第２９条 町は、国及び北海道と相互に連携かつ協力し、町政運営の課題を解

決するよう努めます。 

（様々な人との連携と協力） 

第３０条 町民、町及び議会は、様々な活動や交流を通じて、町外の人々の知

恵や意見を町政運営に活かすよう努めます。 

第９章 役割と責務 

（町民の役割） 

第３１条 町民は、この条例の基本的な考え方を尊重し、町政の主権者として、

より良い地域社会の実現に向け、自分のできる範囲で自ら行動するよう努め

ます。 

（町長の責務） 

第３２条 町長は、この条例の理念や原則とこれらに基づいて創設される制度

を守り、町民の信託に対する責任を誠実に果たします。 

（議員の責務） 

第３３条 議員は、この条例の理念や原則を守り、町民の信託に応え、公正で

誠実に職務を遂行します。 

２ 議員は、町民の多様な意向を把握し、議会活動や意思決定に反映するよう

に努めます。 

（職員の責務） 

第３４条 職員は、常に町民が町政の主権者であることを認識し、この条例の

理念や原則とこれらに基づいて創設される制度を守り、公正で誠実に職務を

遂行します。 

２ 職員は、町民の意向や地域の政策課題に的確に対応するため、政策能力の

向上に努めます。 

附 則 

（施行期日） 

 この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 


